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緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業で働く方々等の 

感染予防、健康管理の強化について 

 

 

今般、厚生労働者労働基準局長より日本医師会を通じて、別添のとおり４月 

１６日に緊急事態宣言が全国に拡大され、「新型コロナウイルス感染症対策の基

本的対処方針」が改正されたことを受け、事業継続が求められる事業者への取組

強化のための注意喚起を促す文書が発出された旨、周知依頼がありました。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただくとともに、

貴会会員への周知方よろしくお願い申し上げます。 



都道府県医師会長殿

緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業で働く方々等の

感染予防、健康管理の強化について(周知依頼)

新型コロナウイルス感染症への各種対応について、ご尽力をいただいてい

ることに御礼を申し上げます。

4月16日に緊急事態宣言が全国に拡大されたことを受け、「新型コロナウイ

ルス感染症対策の基本的対処方針」が改正されました。この方針においては、

特に、緊急事態宣言時に事業継続が求められる事業者が例示され、感染予防、

健康管理強化が打ち出されております(対象となる事業者は【別添1】の25-26

ぺ、ージ)。

こうしたなか、厚生労働者労働基準局長から、事業継続が求められる事業

者への取組強化のため、注意喚起を促す文書が発出され、日本医師会に対し

て周知依頼がまいりました。

本文書は、医療機関、介護・福祉事業者だけでなく、対象事業者の産業医、

かかりつけ医においても把握しておくことが必要な内容です。

つきましては、本内容をご理解の上、貴会会員ならびに貴会関係郡市区医

師会等への周知につきまして、特段のご高配を賜わりますようお願い申し上

げます。

日医発第94号(健 144)

令不吃年4月24日

日本医師会長

倉義横
(公印省略)

武

以上



公益社団法人日本医師会御中

緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業所等で働く方々の

感染予防、健康管理の強化について(周知依頼)

新型コロナウイルス感染症の拡大防止につきましては、状況が刻々と変化していく

中、その対応にご尽力いただきありがとうございます。

令和2年4月7日に緊急事態宣言が発出され、同16日に全国に拡大されたことを受

け、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」(以下「基本的対処方針」とい

う。)が改正されたところです。

基本的対処方針では、医療体制の維持、支援が必要な方々の保護の継続、国民の安定

的な生活、社会の安定の維持等に不可欠な業務を行う事業者を、緊急事態宣言時にも事

業の継続を求められる事業者として定めております。

このたび、継続が求められる事業に従事する方々の感染予防、健康管理の強化に向け

て、職場で事業者と労働者が一体となって、適切に取り組んで頂きたい事項を別添の通

り取りまとめました。

貴会におかれましては、内容を御了知の上、都道府県医師会等に対し同様の取組みを

進めて頂くよう周知をお願いします。

事務連絡

令和2年4月17日

厚生労働省医政局総務課



労使団体の長あて

新型コロナウイルス感染症の拡大防止につきましては、令和2年4月7日に新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法第32条に基づく緊急事態宣言(以下「緊急事態宣言」という。)

が行われ、昨日、「新型コロナウィルス感染症対策の基本的対処方針」(別添1。新型コ

ロナウイルス感染症対策本部決定。以下「基本的対処方針」という。)について全都道府

県を緊急事態措置の対象とする等の改正が行われ、「Ξ(3)まん延防止」の⑫において、

緊急事態宣言の対象地域に属する特定都道府県について、在宅勤務(テレワーク)の強力

な推進、職場での感染防止の取組、「三つの密」を避ける行動の徹底等を促すこととされ

ております。

また、基本的対処方針の別添においては、緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事

業者として、医療体制の維持、支援が必要な方々の保護の継続、国民の安定的な生活の確

保、社会の安定の維持等に不可欠な業務を行う事業者については、「三つの密」を避ける

ための取組を講じていただきつつ、事業の継続を求めることとされております。

こうした状況にかんがみ、緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業で働く方々を

はじめとして、すべての職場で働く方々の感染を防止するために、職場における感染予防、

健康管理の強化に向けて、職場において事業者、労働者が一体となって、それぞれの事業

の特性も踏まえつつ、下記の対策に適切に取り組んでいただくこと、また、その際には、

妊娠中の女性労働者や、高齢者、基礎疾患(糖尿病、心不全、呼吸器疾患など)を有する

方々に十分な配慮をしていただくことについて、傘下団体・企業又は構成組織に対し、改

めて周知等いただき、職場における感染予防の取組促進に御協力いただきますようぉ願い

します。

緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業で働く方々等の

感染予防、健康管理の強化について

令和2年4月17日

厚生労働省労働基準局長



1 労務管理の基本的姿勢

緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者におかれては、まずは在宅勤務(テ

レワーク)を最大限活用して、必要最小限の出勤としていただきたいこと。

また、職場への出勤が必要な労働者についても、感染拡大を防止しつつ業務を継続し

ていただくため、①口ーテーションを組み交代勤務を実施することや時差通勤を導入す

ること等によって、人と人との接触機会を極力低減すること、②出張による移動を減ら

すためテレビ会議等を活用すること、③換気を徹底することや社内でもお互いの距離を

十分にとること等を通じて、「三つの密」(①密閉空間(換気の悪い密閉空間である)、

②密集場所(多くの人が密集している)、③密接場面(お互いに手を伸ぱしたら届く距

離での会話や発声が行われる))を避ける取組を徹底していただきたいこと。

また、それ以外の事業の事業者におかれては、上記の取組に留意の上、当該地域の感

染状況等を踏まえつつ、在宅勤務(テレワーク)の励行をはじめ出勤の機会を極力減ら

すなど感染防止対策のための行動の徹底を図っていただきたいこと。

労働者の理解や協力を得つつ、事業者が主体となり、これらの取組を実施していただ

くに当たって、特に、以下の(1)から(3)にご留意いただきたいこと。

なお、新型コロナウイルス感染症への対応策については、新たな知見が得られるたび

に充実しているところであるので、逐次厚生労働省ホームページの「新型コロナウイル

ス感染症について」を確認いただきたいこと。

記

(1)テレワーク支援措置の活用

テレワークについては、テレワークを新規で導入する中小企業等によるテレワーク

用通信機器の導入等に要した経費の助成やテレワーク相談センターにおける相談支

援、労働時間管理の留意点等をまとめたガイドラインの作成等を行っており、こうし

た施策も活用いただきながら、取組を進めていただきたいこと。

(2)雇用調整助成金を活用した休業の実施

感染拡大を防ぐため、労働者を休業させるときには、労使がよく話し合って労働者

の不利益の回避に努めていただきたいこと。なお、緊急事態宣言や要請などがなされ

た場合でも、一律に労働基準法第26条の休業手当の支払義務がなくなるものではない

ことにご留意いただきたいこと。

また、同法に基づく休業手当の支払の要否にかかわらず、経済上の理由により事業

活動の縮小を余儀なくされた事業主が、正規雇用,非正規雇用にかかわらず、労働者

を休業させ、事業主がその分の休業手当を支払った場合、雇用調整助成金の対象にな



り得ることも踏まえ、労使が協力して、労働者を安心して休ませることができる体制

を整えていただきたいこと。

雇用調整助成金については、緊急対応期間において解雇等を行わない企業に対して

助成率を引き上げるとともに、雇用保険被保険者でない非正規労働者も対象とする等

の拡充を行っており、その活用を通じて休業を検討いただきたいこと。

(3)職場における感染防止の進め方

職場における新型コロナウイルス感染症の大規模な感染拡大を防止するためには、

事業者、労働者それぞれが、職場内外での感染防止行動の徹底について正しい知識を

持って、職場や職務の実態に即した対策に取り組んでいただくことが必要であること。

このため、事業者においては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に積極的に取り

組む方針を定め、全ての労働者に伝えていただくとともに、労働者も取組の趣旨を踏

まえて感染拡大防止に向けた一人一人の行動変容を心がけていただくことが重要であ

ること。

具体的には、①労働衛生管理体制の再確認、②換気の徹底等の作業環境管理、③職

場の実態に応じた作業管理、④手洗いの励行など感染予防に関する基本的な知識も含

めた労働衛生教育、⑤日々の体調管理等も含めた健康管理に留意して取組を実施いた

だきたいこと。

2 職場における感染予防対策の徹底について

新型コロナウイルス感染症の大規模な感染拡大を防止するために、以下の内容及び別

添2の「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリス

ト」を参考として、職場の実態に即した、実行可能な感染拡大防止対策を検討いただき

たいこと。

特に、緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業の中で、対人サービスが中心で

あるなどの理由で在宅勤務(テレワーク)の実施が困難な業種・職種については、以下

の(3)に示す業種・職種ごとの留意事項を参考に感染拡大防止対策に取り組んでいた

だきたいこと。

感染防止対策の検討に当たって、職場に、労働安全衛生法により、安全衛生委員会、

衛生委員会、産業医、衛生管理者、安全衛生推進者、衛生推進者等が設置・選任されて

いる場合、こうした衛生管理の知見を持つ労使関係者により構成する組織の有効活用を

図るとともに、労働衛生の担当者に対策の検討や実施への関与を求めていただきたいこ

と。その際、産業医等の助言を得つつ、妊娠中の女性労働者や、高齢者、基礎疾患(糖

尿病、心不全、呼吸器疾患など)を有する方々に対して、十分な労務管理上の配慮をし

ていただきたいこと



(1)職場内での感染防止行動の徹底

(換気の徹底等)

・必要換気量(一人あたり毎時30m3)を満たし「換気が悪い空間」としないために、

職場の建物が機械換気(空気調和設備、機械換気設備)の場合、換気設備を適切に

運転・管理し、建築物衛生法関係法令の空気環境の調整に関する基準が満たされて

いることを確認すること。

職場の建物の窓が開閉可能な場合は、 1時間に2回以上、窓を全開して換気を行

うこと。複数の窓がある場合、二方向の窓を開放すること。窓がーつしかない場合

は、ドアを開けること。

(接触感染の防止)

物品・機器等(伊上電話、パソコン、フリーアドレスのデスク等)については複

数人での共用をできる限り回避すること。

・事業所内で労働者が触れることがある物品,機器等について、こまめに消毒を実

施すること。

※手で触れる共有部分の消毒には、薄めた市販の家庭用塩素系漂白剤で拭いた後、水拭きす

ることが有効であること。家庭用塩素系漂白剤は、主成分が次亜塩素酸ナトリウムであるこ

とを確認の上、0.05%の濃度に薄めて使用いただきたいこと(使用方法の詳細はメーカーのホ

ームページ等で確認いただきたいこと)。

・せっけんによるこまめな手洗いを徹底すること。また、洗面台、トイレ等に手洗

いの実施について掲示を行うこと。

※厚生労働省のホームページ「新型コロナウィルス感染症について」に掲載されている手洗

いの啓発用リーフレット「接触感染に注意!」を活用いただきたいこと。

・入手可能な場合には、感染防止に有効とされている手指消毒用アルコールを職場

に備え付けて使用すること。

・外来者、顧客・取引先等に対し、感染防止措置への協力を要請すること。

(飛沫感染の防止)

・咳エチケットを徹底すること。

・風通しの悪い空間や人が至近距離で会話する環境は感染りスクが高いことから、

その規模の大小にかかわらず、換気等の励行により風通しの悪い空間をなるべく作

らない等の工夫をすること。

・事務所や作業場においては、人と人との間に十分な距離を保持(1メートル以上)

すること。また、会話や発声時には、特に間隔を空ける(2メートル以上)こと。



テレビ会議、電話、電子メール等の活用により、人が集まる形での会議等をでき

る限り回避すること。

外来者、顧客・取引先等との対面での接触や、これが避けられない場合は、距離

(2メートル以上)を取ること。また、業務の性質上、対人距離等の確保が困難な

場合は、マスクを着用すること。

社員食堂での感染防止のため、座席数を減らす、昼休み等の休憩時間に幅を持た

せて利用者の集中を避ける等の措置を講じること。

その他密閉、密集、密接とならないよう、施設の利用方法について検討すること。

(一般的な健康確保措置の徹底等)

疲労の蓄積(易感染性)につながるおそれがある長時間の時間外労働等を避ける

こと。

一人一人が十分な栄養摂取と睡眠の確保を心がけるなど健康管理を行うこと。

職場において、労働者の日々の健康状態の把握に配意すること(伺上出勤前や出

社時等に体温測定を行うなど、風邪の症状を含め体調を確認する等)。

(2)通勤・外勤に関する感染防止行動の徹底

(接触感染の防止)

・出社・帰宅時、飲食前の手洗いや手指のアルコール消毒を徹底すること。

(飛沫感染の防止)

咳エチケットを徹底すること。

多くの人が公共交通機関に集中することを避ける、職場内の労働者の密度を下げ

る等の観点から、時差通勤のほか、可能な場合には公共交通機関を利用しない方法

(自転車通勤、徒歩通勤等)の積極的な活用を図ること。あわせて、適切な労働時

間管理、超過勤務の抑制にも留意すること。

通勤時、外勤時の移動においては、電車等の車内換気に協力すること。

通勤時、外勤時の移動で、電車、バス、タクシー等を利用する場合には、不必要

な会話等を抑制すること。

(3)在宅勤務(テレワーク)の実施が困難な業種・職種についての留意事項

緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業の中で、対人サービスが中心である

などの理由で在宅勤務(テレワーク)の実施が困難な業種・職種のうち、以下につぃ

ては、上記(1)に加え、次の事項にも留意していただきたいこと。

ア医療関係者等の感染防止



(ア)医療機関における感染防止

・医療機関における労働者の感染防止については、都道府県等衛生主管部局宛

て厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡(令和2年2月

21日付け「医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応について(そ

の2)」、令和2年2月25日付け「医療施設等における新型コロナウイルス

感染症への対応について」及び令和2年3月11日付け「新型コロナウイルス

感染症が疑われる者の診療に関する留意点について」)に示されているとおり、

呼吸器症状のある患者の診療時にはサージカルマスクを着用し、手指衛生を遵

守するなどの標準予防策の遵守の徹底を改めて図っていただきたいこと

(イ)新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養施設における感染防止

・宿泊療養施設の運営に携わる労働者の感染防止については、①施設の組織運

営の観点から配慮すべき点、②施設運営に携わる労働者に対する感染防止対策

について指導を行う際に配慮すべき点等について、「新型コロナウイルスに関

するQ&A (軽症者等の宿泊療養を実施する宿泊施設等の運営者の方向け)」

(厚生労働省ホームページに掲載)に示されており、これを活用いただきたい

こと。

・宿泊療養施設の運営の一部を請負契約によって外部委託する場合には、施設

の全体統括責任者は、①請負業者との連絡調整を行う責任者の選任、②請負業

者との協議を行う会議の設置・運営、③請負業者の具体的な作業内容や留意点

を記載した作業指示書の作成、④請負業者が自社の労働者に実施する感染防止

対策に関する教育への指導・援助などを行っていただくことが望まれること。

イ 旅客・貨物運送事業の運転者等の感染防止

旅客・貨物運送事業の運転者等の感染防止については、国土交通省より、従業

員の感染症対策や健康管理及び休みやすい環境の整備等が要請されているとこ

ろ、これらの徹底を図っていただきたいこと。また、運転者はもとより公共交通

機関の利用者に対しても、咳エチケットやテレワーク・時差通勤等といった対策

について周知徹底していただきたいこと。

ウ 介護・福祉労働者の感染防止

介護・福祉等の利用者に接する労働者の感染防止については、「社会福祉施設

等における感染拡大防止のための留意点について(その2)」(令和2年4月

7日付け都道府県等民生主管部局宛て厚生労働省健康局結核感染症課、子ども家

庭局家庭福祉課、子ども家庭局母子保健課、社会・援護局保護課、社会援護局福

祉基盤課、社会・援護局障害保健福祉部企画課、社会・援護局障害保健福祉部障



害福祉課、老健局総務課認知症施策推進室、老健局高齢者支援課、老健局振興課

及び老健局老人保健課連名事務連絡)に示されているとおり、利用者の健康の状

態や変化の有無に留意する、緊急やむを得ない場合を除き面会を制限するなどの

対策について改めて徹底いただきたいこと。

工 保育所等の労働者の感染防止

保育所等の労働者の感染防止については、「保育所における感染症対策ガイド

ライン(2018年度改訂版)」や「保育所等における感染拡大防止のための留意点

について」(令和2年2月25日付け都道府県等保育担当部局及び地域子ども・

子育て支援事業担当部局宛て厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室、

保育課及び子育て支援課連名事務連絡)に示されているとおり、職員の出勤前の

検温、委託業者等との物品の受け渡し等は施設の限られた場所で行うなどの対策

の徹底を改めて図っていただきたいこと。

オ 宿泊施設の労働者の感染防止

宿泊施設の労働者の感染防止については、「旅館等の宿泊施設における新型コ

ロナウイルス感染症への対応について」(令和2年2月5日付け健感発 0205 第

1号、薬生衛発 0205 第1号都道府県、保健所設置市、特別区衛生主管部局長宛
^

^、

て厚生労働省健康局結核感染症課長、医薬・生活衛生局生活衛生課長連名通知)

や「新型コロナウイルスの感染症対策について」(令和2年2月13日付け(ー

社)日本ホテル協会、(一社)全日本シティホテル連盟、(一社)日本旅館協会、

全国旅館ホテル生活衛生同業組合宛て観光庁観光産業課長事務連絡)等に示され

ているとおり、マスクの着用や手洗い、消毒などの感染症対策を改めて徹底いた

だきたいこと。

学校の教職員等の感染防止については、文部科学省より、「新型コロナウイルス

感染症の大規模な感染拡大に向けた職場における対応について(通知)」(令和2

年4月6日付け都道府県等教育委員会教育長宛て文部科学省初等中等教育局初等

中等教育企画課長、財務課長及び健康教育・食育課長通知2初初企第1号)等に示

されているとおり、換気の徹底、接触感染の防止、飛沫感染の防止などの感染防止

行動を改めて徹底いただきたいこと。

緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業以外でも、学校運営上、教職員等の出

勤が必要な場合には、学校の教職員等の感染防止について以下に留意いただきたいこ

と。



3 風邪症状を呈する労働者への対応について

新型コロナウィルスに感染した場合、数日から14日程度の潜伏期間を経て発症するた

め、発症初期の症状は、発熱、咳など普通の風邪と見分けが付かない。このため、発熱、

咳などの風邪症状がみられる労働者については、新型コロナウイルスに感染している可

能性を考えた労務管理とすること。具体的には、次のような対応が考えられること。特

に、①高齢者、②基礎疾患がある者、③免疫抑制状態にある者、④妊娠している者につ

いて配慮すること。

・発熱、咳などの風邪症状がみられる労働者への出勤免除の実施やテレワークの指

示を行うとともに、その間の外出自粛を勧奨すること。

労働者を休業させる場合、欠勤中の賃金の取扱いについては、労使で十分に話し

合い、労使が協力して、労働者が安心して休暇を取得できる体制を整えること。

風邪の症状が出現した労働者が医療機関を受診するため等やむを得ず外出する場

合でも、公共交通機関の利用は極力控えるよう注意喚起すること。

「新型コロナウイルス感染症についての相談の目安(具体的な目安は以下を参照)」

を労働者に周知・徹底し、これに該当する場合には、帰国者・接触者相談センター

に電話で相談し、同センターから帰国者・接触者外来の受診を指示された場合には、

その指示に従うよう促すこと。

「新型コロナウイルス感染症についての相談の目安」

次の条件のいずれかに該当する場合には、最寄りの保健所などに設置される「帰国者・

接触者相談センター」にお問い合わせいただきたいこと。

①一般の方(②及び③以外の方)

労働者に風邪の症状や 37.5゜C以上の発熱が4日以上続いている場合(解熱剤を飲み

続けなけれぱならないときを含む。)

強いだるさ(俗怠感)や息苦しさ(呼吸困難)がある場合

②高齢者をはじめ、基礎疾患(糖尿病、心不全、呼吸器疾患(慢性閉塞性肺疾患など))

がある方や透析を受けている方、免疫抑制剤や抗がん剤などを用いている方

風邪の症状や37.5度以上の発熱が2日程度続く場合

強いだるさ(俗怠感)や息苦しさ(呼吸困難)がある場合

③妊娠中の方

風邪の症状や37.5度以上の発熱が2日以上続く場合

強いだるさ(俗怠感)や息苦しさ(呼吸困難)がある場合
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(1

新型コロナウイルス感染症の陽性者等が発生した場合の対応について

)衛生上の職場の対応ルールについて

事業者においては、職場に新型コロナウイルスの陽性者や濃厚接触者(以下「陽性者



等」という。)が発生した場合に備え、以下の項目を盛り込んだ対応ルールを作成し、

労働者に周知いただきたいこと。なお、企業における具体的な取組事例を取りまとめた

別添3の「新型コロナウイルス感染症の陽性者等が発生した場合の衛生上の対応ルール

(例)」を適宜参考にしていただきたいこと。

併せて、新型コロナウイルス感染症の陽性者について、労働安全衛生法に基づく労働

者死傷病報告の提出に留意すること。

労働者が陽性者等であると判明した場合の事業者への報告に関すること(報告先

の部署・担当者、報告のあった情報を取り扱う担当者の範囲等)

・労働者が陽性者等であると判明した場合の保健所との連携に関すること(保健所

と連携する部署・担当者、保健所と連携して対応する際の陽性者と接触した労働者

の対応等)

・職場の消毒等が必要になった場合の対応に関すること

・労働者が陽性者等になったことをもって、解雇その他の不利益な取扱いや差別等

を受けることはないこと

その他必要に応じ、休業や賃金の取扱いなどに関すること等

(2)労災保険制度について

労働者が新型コロナウイルス感染症に櫂患し、業務又は通勤に起因して発症したも

のと認められる場合には、労災保険給付の対象となることから、労災保険制度につぃ

て周知していただいた上、適切に請求を勧奨していただきたいこと。

5 新型コロナウイルス感染症に対する正しい情報の収集等

事業者においては、国、地方自治体等がホームページ等を通じて提供している最新の

情報を収集し、必要に応じ感染拡大を防止するための知識・知見等を労働者に周知いた

だきたいこと。その際、心の健康相談などのメンタルヘルスに関する相談やDVや児童

虐待に関する相談などの窓口についても、必要に応じ、労働者に周知いただきたいこと。

なお、新型コロナウイルス感染症に関する個別の労働紛争があった場合は、都道府県

労働局の総合労働相談コーナーにおいて相談を受け付けていることも、併せて周知いた

だきたいこと。





新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針

政府は、新型コロナウイルス感染症へのヌ嫌は危機鄭里上重大な課題であると

の認識の下、国民の生命を守るため、これまで水際での対策、まん延防止、医

療の捌共等について総力を挙げて講じてきた。しかしながら、国内において、感

染経路の不明な患者の増加しているナ也1或が散発的に発生し、一部の地域で感

染拡大が見られてきたところであり、この状況を踏まえ、令和2年3月26日、

新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成24年法律第31号。以下「法」

という。)附則第1条の2第1項及び第2項の規定により読み替えて適用す

る法第 14 条に基づき、新型コロナウイルス感染症のまん延のおそれが高

いことが、厚生労働大臣から内閣総理大臣に報告され、同日に、法第15条

第1項に基づく政府対策本部が設置された。

国民の生命を守るためには、感染者数を抑えること及び医療提供体制や社会

機能を維持することが重要である。

そのうえで、まずは、「三つの密」を避けることをより一層推進し、さら

に、積極的疫学調査等によりクラスター(患者間の関連が認められた集団。

以下「クラスター」という。)の発生を封じ込めることが、いわゆるオーバー

シュートと呼ぱれる爆発的な感染拡大(以下「オーバーシュート」という。)

の発生を防止し、感染者、重症者及び死亡者の発生を最小限に食い止める

ためには重要である。

また、必要に応じ、外出自粛の要請等の接触機会の低減を組み合わせて

実施することにより、感染拡大の速度を可能な限り抑制することが、上記の

封じ込めを図るためにも、また、医療提供体制を崩壊させないためにも、重

要である。

あわせて、今後、国内で感染者数が急増した場合に備え、重症者等への対
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応を中心とした医療提供体制等の必要な体制を整えるよう準備することも

必要である。

既に国内で感染が見られる新型コロナウイルス感染症に関しては、次項

「一新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実」に示すとおり、

・肺炎の発生頻度が、季節性インフルエンザにかかった場合に比して

相当程度高く、国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそ

れがあること、

・感染経路が特定できない症伊仂ミ多数に上り、かつ、急速な増加が確

認されており、医療提供体制もひっ迫してきていることから、全国的

かっ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼ

すおそれがある状況であること

が、総合的に判断できる。

このようなことを踏まえて、令和2年4月7日に、新型コロナウイルス

感染症対策本部長は法第32条第1項に基づき、緊急事態宣言を行った。

緊急事態措置を実施すべき期間は令和2年4月7日から令和2年5月6日

までの29日間であり、緊急事態措置を実施すべき区域は埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県とした。また、令和2年4

月16日現在において、上記7都府県と同程度にまん延が進んでいる道府

県として北海道、茨城県、石川県、岐阜県、愛知県、京都府を緊急事態措

置を実施すべき区域に加えるとともに、それ以外の県においても5ページ

以降で述べる理由により、全都道府県を緊急事態措置の対象とすることと

した。これらの区域において緊急事態措置を実施すべき期間は、令和2年

4月16日から令和2年5月6日までとした。なお、緊急事態措置を実施

する必要がなくなったと認められるときは、期間内であっても速やかに緊

急事態を解除する。

緊急事態の宣言は、新型コロナウイルス感染症の現状とともに、これま

での課題に照らし合わせて、法に基づく各施策を用いて感染拡大を防ぐと

ともに、この宣言の下、政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、事業

者を含む国民が一丸となって、基本的な感染予防の実施や不要不急の外出
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の自粛、後述する「三つの密」を避けることなど、自己への感染を回避す

るとともに、他人に感染させないように徹底することが必要である。

実効性のある施策を包括的に確実かつ迅速に実行するにあたってはクラ

スター対策を行う体制の強化や医療提供体制の確保が喫緊の課題であり、

これまでの施策を十分な有効性を持たせて実施していくとともに、特に不

要不急の外出など外出自粛の要請等を強力に行い、人と人との接触を徹底

的に低減することで、必要な対策を実施することとする。

こうした対策を国民一丸となって実施することができれぱ、現在拡大し

ている感染を収束の方向に向かわせることが可能である。具体的には、国

民においては、不要不急の外出を避けること、「三つの密」や夜の街を極力

避けること、事業者においては、業務継続計画(BCP)に基づき、出勤

者の4割減少はもとより、テレワークなどを活用することで、さらに接触

の機会を減らすことを協力して行っていく必要がある。30日間に急速に収

束に向かわせることに成功できたとすれぱ、数理モデルに基づけぱ、80%

の接触が回避できたと判断される。なお、政府としては、緊急事態を宣言

しても、社会・経済機能への影響を最小限に留め、諸外国で行われてぃる

「ロックダウン」(都市ま雌貸)のような施策は実施しない。

本指針は、国民の生命を守るため、新型コロナウイルス感染症をめぐる

状況を的確に把握し、政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、事業者

を含む国民が一丸となって、新型コロナウイルス感染症ヌ嫌をさらに進めてぃく

ため、今後講じるべきヌ嫌を現時点で整理し、対策を実施するにあたって準

拠となるべき統一的指針を示すものである。

なお、新型コロナウイルス感染症は新型インフルエンザとはウイルスも

病態も異なる感染症であることから、政府としては、地方公共団体、医療

関係者、専門家、事業者を含む国民の意見をくみ取りつつ、協力して直ち

に対策を進めていくこととする。

新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実

我が国においては、令和2年1月15日に最初の感染者が確認された後、
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4月14日までに、合計46都道府県において合計7,964人の感染者、 119

人の死亡者が確認されている。特に、最近の状況としては、感染経路が特

定できてぃない感染者が61%(令和2年4月15日現在、 4月13日までの

状況)を占める状況となっている。このことは、クラスターとして感染が

見られてきた特定の場所での感染に加え、これまで限定的であった日常生

活の中での感染のりスクが徐々に増大し始めていることを意味する。

国内の感染状況については、新型コロナウィルス感染症対策専門家会議

(以下「専門家会議」という。)の見解として、今のところ諸外国のような、

オーバーシュートは見られていないが、都市部を中心にクラスター感染が

次々と報告され、患者数が急増し、そうした中、医療供給体制がひっ迫し

つつぁる地域が出てきており、医療供給体制の強化が喫緊の課題となって

いると状況分析されていたところであるが、特に 3月16日から 4月1日

にかけて、報告された感染者数は817人から2,299人と急増し、倍化時間

(2倍になるまでの時間)は4.0日、感染経路の不明な患者数は 40.6%と

なってぃる。専門家会議では、繁華街の接待を伴う飲食店等のクラスター

の存在が指摘されており、院内感染や高齢者・福祉施設内感染とともに、

大きな問題となっている。また、無症候又は症状の明確でない者から感染

が広がるおそれがあるとの専門家の指摘も存在する。

一方で、海外の状況としては、新型コロナウィルス感染症が発生してい

る国は、南極大陸を除く全ての大陸に広がっており、イランや欧米ではオ

ーバーシュートの発生も確認されている。こういった状況の中で、本年3

月中旬から下旬にかけて、海外において感染し、国内に移入したと疑われ

る感染者が増加した。これらの者が国内で確認された感染者のうちに占め

る割合も 13%(3月11日一3月18日)から 29%(3月19日一3月25

日)に増加し、最大で37%を超える日もあったが、水際対策の強化の結果、

現在は一定程度に収まっている。しかし、移入元の国については、流行当

初は中華人民共和国に集中していたものの、現在では欧米を中心に拡大し

ており、輸入症例の広域化の影響を受けている。

国内の医療提供体制としては、感染者の急激な増加が見られる東京都と
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大阪府では、既に重症者等に対する入院医療の提供体制に支障をきたすお

それがあると判断し、入院治療が必要ない軽症者を宿泊施設での療養に切

り替える旨発表している。また、東京都に隣接し、感染者数が500人を超

える神奈川県も入院医療の切替えを行う方針であり、大都市圏を中心に医

療提供体制のひっ迫が現実のものとして現れ始めてぃる。

都道府県別の動向としては、特に東京都及び大阪府において、報告され

た累積感染者数が令和2年4月6日時点で、それぞれ400人以上(東京都

1,123人、大阪府429人)、過去1週間の倍化時間も 7日未満(東京都5.0

日、大阪府 6.6日)となり、感染者数のさらなる急増の危険性があった。

さらに、その近隣府県としては、埼玉県、千葉県、神奈川県、兵庫県、京

都府において累積感染者数が100人を超え、そのうち、京都府を除く全て

の府県で、感染経路が不明の感染者がほぼ半数を超えた。福岡県につぃて

は、累積報告数が100人以上となり、倍化時間が約3日と急速な感染の広

がりが見られ、感染経路の不明な症例の割合が7割を占めてぃる状況にあ

つた。その後、北海道、茨城県、石川県、岐阜県、愛知県、京都府では、

4月14日までの累積報告数が 100人以上となっており、かつ、茨城県、

石川県及び岐阜県については直近1週間の倍化時間は10日未満、北海道、

愛知県及び京都府については過去にあった流行の影響を除いた直近1週間

の倍化時間が 10日未満となっている。また、これらの道府県では感染経

路の不明な症例の割合も、直近1週間ではほぽ半数となってぃる。このよ

うに、東京都及び大阪府、北海道、茨城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、

石川県、岐阜県、愛知県、京都府、兵庫県、福岡県については、特に重点

的に感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必要があるにの 13 都道

府県を総称して、以下「特定警戒都道府県」という。)。

これら特定警戒都道府県以外の県についても、都市部からの人の移動等

によりクラスターが都市部以外の地域でも発生し、感染拡大の傾向が見ら

れる。そのような地域においては、医療提供体制が十分に整っていない場

合も多く、感染が拡大すれぱ、医療が機能不全に陥る可能性が高い。緊急

事態宣言が出された以後、多くの国民に行動変容の御協力をいただいてぃ
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るが、人流データ等を見ると、緊急事態措置を全国に拡大することにより、

さらなる国民の行動変容の御協力をお願いする必要がある。具体的な感染

者数の推移をみても、例えは3月の中旬から連休にかけて、警戒が一音隣爰

んだことにより感染が拡大したと考えられる。国、地方公共団体、関係機

関等を含めた国民が一丸となって、大型連休期間も含めまん延防止に取り

組むべきこの時期において、全都道府県が足並みをそろえて感染拡大防止

の取組が行われることが必要であることから、全ての都道府県について緊

急事態措置を実施すべき区域とすることとする。

今回の感染拡大防止のための取組は政府、地方公共団体、医療関係者、

専門家、事業者を含む国民が一丸となって行うものであることを踏まえ、

地域の実情を踏まえつつ、迅速かつ適切に感染拡大防止のための措置を講

ずることが必要である。

新型コロナウイルス感染症については、下記のような特徴がある。

・一般的な状況における感染経路の中心は飛沫感染及び接触感染である

が、閉鎖空間において近距離で多くの人と会話する等の一定の環境下で

あれぱ、咳やくしゃみ等の症状がなくても感染を拡大させるりスクがあ

るとされている。また、無症候の者からの感染の可能性も指摘されてい

る。一方、人と人との距離をとること(socialdistancine:社会的距離)

により、大幅に感染りスクが下がるとされている。

・集団感染が生じた場の共通点を踏まえると、特に①密閉空間(換気

の悪い密閉空間である)、②密集場所(多くの人が密集している)、③

密接場面(互いに手を伸ばしたら届く距離での会話や発声が行われる)

という3つの条件(以下「三つの密」という。)のある場では、感染を

拡大させるりスクが高いと考えられる。また、これ以外の場であって

も、人混みや近距離での会話、特に大きな声を出すことや歌うことには

リスクが存在すると考えられる。激しい呼気や大きな声を伴う運動につ

いても感染りスクがある可能性が指摘されている。

・現在のところ、感染が拡大している地域であっても、多くの場合、ラ
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イブハウス、スポーツジム、医療機関、さらに最近になって繁華街の接

待を伴う飲食店等におけるクラスターでの感染拡大が中心であり、限定

的に日常生活の中での感染のりスクが生じてきているものの、広く市中

で感染が拡大しているわけではないと考えられる。

世界保健機関(world Health 0壌anization: VVH O)によると、現時.

点において潜伏期間は1-14日(一般的には約5日)とされており、ま

た、厚生労働省では、これまでの新型コロナウイルス感染症の情報など

も踏まえて、濃厚接触者については 14日間にわたり健康状態を観察す

ることとしている。

新型コロナウイルスに感染すると、発熱や呼吸器症状が1週間前後持

続することが多く、強いだるさ(倦怠感)を訴える人が多いことが報告

されている。

中国における報告(令矛口2年3月9日立§表)でば新型コロナウイルス感

染症の入院期間の中央値はⅡ日間と、季節性インフルエンザの3日間

よりも、長くなることが報告されている。

櫂患しても約8割ιよま拡で旅登旦し、また、感染者の8割は人への感染はない

と報告されている。さらに入院イ列も含めて治癒する例も多いこと力潔告され

ている。

重症度としては、季節性インフルエンザと比べて死亡りスクカ漕いこと力郭

告されている。中国における報告(令赤口2年2月28日セ§表)では、確定患者

での致ヲ畔は23%、中等度以上の肺炎の害恰は18.5%であること力郭告され

ている。季節性インフルエンザに関しては、致多畔は0.00016%・0.001%程度、

肺炎の割合は 1.1%・4.0%、累積推計患者数に対する超過死亡者数の比は約

0.1%であること力達E告されている。このように棄斤型コロナウイルス感券判圭に

おける致多畔及び肺炎の害恰は、季節性インフルエンザに比べて、相当ネ呈度高

いと考えられる。また、特に、高歯諸・基礁該,患を有する者では重症化するり

スクカ漕いことも報告されており、医療鱈剰や介護旛設等での院内感染対策、

施設内感慰嫌力厘要となる。上記の中国における報告では、年齢ごとの死亡
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者の害恰は、60歳レX上の者では6%であったのに対して、30歳夫茜の者では

02%であったとされている。

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成10年

法律第114号。以下「感罫削圭法」という。)第12条に基づき、令赤口2年3

月31日までに報告された患者における、発症日から報告日までの平均期間は

9.0日であった。

現時点では、有効性が確認された特異的な抗ウイルス薬やワクチンは

存在せず、治療方法としては対症療法が中心である。なお、現時点では

ワクチンが存在しないことから、新型インフルエンザ等対策政府行動計

画に記載されている施策のうち、予防接種に係る施策については、本基

本的対処方針には記載していない。その一方で、治療薬については、いく

つか既存の治療薬から候補薬が出てきており、患者の観察研究等が進め

られている。

新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な方針

,僻&捌共・共有及びまん延防止策により、各j也ナ或においてクラスター等

の封じ込め及て峡触機会のイ因咸を図り、感染拡大の速度を抑制する。

サーベイランス・情報収集及び適切な医療の捌共により、重症者及び死

亡者の発生を最小限に食い止めるべく万全を尽くす。

的確なまん延防止策及び経済・雇用対策により、社会・経済機能への

影響を最小限にとどめる。

なお、対策は、感染者の増加に伴い不可逆的に進むものではなく、例え

ぱ、地域で感染者が確認された早期の段階で、クラスター等の封じ込め

及び接触機会の低減が奏功し、当該地域での感染者の発生が抑制された

場合には、強化した対策を適宜適切に元に戻す。

新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項

(1)情報提供・共有

①政府は、以下のような、国民に対する正確で分かりやすく、かつ状況
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の変化に即応した情報提供や呼びかけを行い、行動変容に資する啓発を

進めるとともに、冷静な対応をお願いする。

・発生状況や患者の病態等の臨床情報等の正確な情報提イ共

・国民にわかりやすし疫学鯛斤情報の捌共

・手洗い、咳エチケット等の基本的な感染対策の徹底。

・ 1弸β症状など体調不良が見られる場合の休暇取得、学校の欠席、外

出自粛等の呼びかけ。

・感染りスクを下げるため、医療機関を受診する時は、予め哉舌で相談す

ること力塑ましいことの呼びかけ。

・厚生労イ動省'力斗乍成する陳斤型コロナウイルス感券豐圭についてのネ目談・舞つ

の考え方」をわかりやすく周矢ル

・ 1読突・者・濃厚櫛蜻や、診療に携わった因寮觜ヲヨ・1裂寮1'ヲtr系者そdX也の対

策に携わった方々に対する誤解や偏見に基づく断リを行わないことの呼び

かけ。

・室内で「三つの密」を避ける。特に、日常主舌及て阻謝昜において、人j昆み

や避醜隹での会三舌多数の者力§集まり室内において大きな声を出すこと七歌

うこと、呼気が敷しくなるような運動を行うことを避けるように強く促す。

飲食店等においても「三つの密」のある場面は避けること。

・1走業_員及て洋生の倒隶鄭里や感慰嫌の徹民についての周矢ル

・家族今妙M)多人数での会食を避けること。

・今回のヌ嫌でば「ロックダウン」郷市ま雌助のような友環ιよ政r寸として

実施しないことを周知し、国民の落ち着いた対応(Z^'、急のリ諸や旅行な

ど都道府県をまたいだネ多動の自粛等や商店への殺至"の回避及び買い占めの

防止)の呼びかけ。

②政府は、広報担当官を中心に、官邸のウェブサイトにおいて厚生労働省

等の関係省庁のウェブサイトへのりンクを紹介するなどして有機的に連

携させ、かつ、ソーシャルネットワーキングサービス(SNS)等の媒体

も積極的に活用することで、迅速かつ積極的に国民等への情報剰言を行う。

③政府は、民間企業等とも協力して、情報が必ずしも届いてぃない層に十
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分な情報が行き届くよう、丁寧な情報剣言を行う。

④厚生労働省'は、感染症の発生状況やクラスターの発生場所、規模等につ

いて迅速に情報を公開する。

⑤外務省'は、全世界で感染が拡大していることを踏まえ、各国に滞在す

る邦人等への適切な情報提供、支援を行う。

⑥政府は、検疫所からの情報捌共に加え、企業等のj紗卜出す長又は長期の

j紗卜滞在のある事芽斤、留学や旅行機会の多い大学等においても、帰国

者への適切な情報捌共を行い、渡航の是非の判断・確認や、帰国者に対

する2週間の外出自粛の要請等の必要な対策を講じるよう周知を図る。

⑦政府は、国民、在留外国人、外国人旅行者及び外国政府への適切か

つ迅速な情報提供を行い、国内でのまん延防止と風評対策につなける。

⑧地方公共団体は、政府との緊密な情報連携により、様々な手段により住

民に対して1也ナ或の感染状況に応じたメッセージや注意喚起を行う。

⑨政府は、今般の新型コロナウィルス感染症に係る事態が行政文書の管理

に関するガイドライン(平成23年4月1日内閣総理大臣決定)に基づく

「歴史的緊急事態」と判断されたことを踏まえた対応を行う。地方公共団

体も、これに準じた対応に努める。

(2)サーベイランス・情報収集

①感染症法第12条に基づく医師の届出によ帳劉以症患者を把握し、医師

が必要と認める検査を実施する。

②厚生労働省は、感染が急速に拡大する中で、必要な検査ができるよう、

地方衛生研究所や民間の検査機関等の関係機関における検資本制の一層

の強化を図る。また、特定都道府県(緊急事態宣言の対象区域に属する都道

府県)は、医療機関等の闘系機関によ嚇蒜成される会二義体を設けること等に

より、 PCR等1命査の実施体伶リの把握・調整等を図り、民間の検査機関等を

活用する。

③都道府県別にPCR等1矣査の実施人数や陽性者数、陽性率等の分析結果を

定期的に公表する。
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④厚生労働省、は、感、染症j去第12条に基づく医師の届出とは別に、国内の流

行状j兄等を把握するため、既存のサーベイランスの効果的な利用やさらに

有効なサーベイランスの仕組みを構築する。仕組みの構築に当たっては現

場が混乱しないように留意する。

⑤文音廓"学省及び厚生労働省'は、学校等での集団発生の把握の強化を図る。

⑥政府は、迂§末診断用の簡易検査キット等の開発を引き続き可及的速やかに

進める。

(3)まん延防止

①令和2年4月7日の緊急事態宣言は、政府や地方公共団体、医療関係

者、専門家、事業者を含む国民が一丸となって、これまでの施策をさら

に加速させることを目的として行うものである。接触機会の低減に徹底

的に取り組めぱ、事態を収束に向かわせることが可能であり、以下の対

策を進めることにより、特定都道府県において、最低7割、極力8割程

度の接触機会の低減を目指す。一方で、国民の自由と権利に制限が加え

られるときであっても、法第5条の規定を踏まえ、その制限は必要最小

限のものでなけれぱならないことから、特定都道府県は、まん延の防止

に関する措置として、まずは法第45条第1項に基づく外出の自粛等に

ついて協力の要請を行うものとする。

②特定都道府県は、クラスターが発生してぃるおそれがある場合にお

ける当該クラスターに関係する催物(イベント)や「三つの密」のあ

る集まりについては、法第24条第9項及び法第45条第2項に基づき、

開催の自粛の要請等を強く行う。特に、全国的かつ大規模な催物等の開

催については、りスクへの対応が整わない場合は中止又は延期すること

を含め、主催者による慎重な対応を求める。また、感染が拡大傾向にあ

り、オーバーシュートの予兆がみられるなどの地域では、期間を示した

上で、外出や催物の開催の自粛の要請等について迅速に行う。一方、感

染が収束に向かい始めた場合には、感染拡大のりスクの低い活動から自

粛の要請の解除を行うこととする。

Ⅱ



③特定都道府県は、法第24条第9項及び法第45条第2項に基づき、感

染の拡大につながるおそれのある施設の使用の制限の要請等を行う。

これらの場合における要請等に当たっては、第1段階として法第24条

第9項による協力の要請を行うこととし、それに正当な理由がないにも

かかわらず応じない場合に、第2段階として法第45 条第2項に基づく

要請、次いで同条第3項に基づく指示を行い、これらの要請及び指示の

公表を行うものとする。特定都道府県が、法第24条第9項に基づく施

設の使用制限の要請を行い、また、特定都道府県による法第45条第2

項から第4項までに基づく施設の使用制限の要請、指示等を行うにあた

つては、特定都道府県は、国に協議の上、外出の自粛等の協力の要請の

効果を見極めつつ、専門家の意見も聞いた上で行うものとする。政府は、

新型コロナウイルス感染症の特性及びまん延の状況を踏まえ、施設の使

用制限の要請、指示等の対象となる施設等の所要の規定の整備を行うも

のとする。

④特定都道府県は、法第45条第2項に基づく要請等を行う場合、その

実施状況を適切に把握できるよう、職員体制をはじめ所要の環境整備を

⑤地方公共団体は、まん延防止策として、「三つの密」を避けることを徹

底させるとともに、クラスター対策及び接触機会の低減を、地域での感

染状況及び医療提供体制を踏まえて、的確に打ち出す。

⑥地方公共団体は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫学調査に

より、個々の濃厚接触者に対する健康観察、外出自粛の要請等を行うとと

もに、感染拡大の規模を正確に把握する。このため、イ呆偸万の体制強化を

図る。

⑦特定都道府県は、ナ曄或の特性に応じた舞力性のある緊急事態措置を講じ

る。特定都道府県は、緊急事態措置を講じるにあたっては、法第5条を踏ま

え、必要最小限の措置とするとともに、講じる措置の内容及び必要性等につ

いて、イ主民に対し丁寧に説明する。特定都道府県は、緊急事態措置を実施す

るにあたっては、法第20条に基づき政府ヌ探本部と密接に情報共有する。
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政府ヌ揮本部は、専門家の意見をききながら、必要に応じ、特定都道府県と

総合調整を行う。

⑧特定都道府県は、緊急事態措置について、割則を伴う外出禁止の措置や都

市間の交通の遮断等、諸外国で行われている「ロックダウン」(都市ま雌肖)

のような施策とは異なるものであることを、政府と協力しつつ、住民に対し

周知する。加えて、特定都道府県は、緊急事態措置を講じること等に伴い、

食料・医薬品や生活必需品の買い占め等の混乱が生じないよう、住民に冷静

な対応を促す。

⑨特定都道府県は、①の法第45条第1項に基づく外出の自粛要請を行うに

あたっては、基本的対処方針等諮問委員会の意見も踏まえ、期間、区域を示

すものとする。その際、外出の自粛のヌ橡とならない外出の具体例として

は、医療機関への通院食料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要な膨昜

への出勤、屋外での運動や散歩など生活の繼寺のために必要なもの等にっ

いても併せて示すものとする。

⑩特定都道府県は、不要T・急のy諸'や旅行など、都道府県をまたいで人力鵬

動することは、まん延防止の観点から極力避けるよう住民に促す。特に、大

型連イ木其旧間においては、法第45条第1項の規定に基づき、都道府県をまた

いだ不要7・急の移動を自粛するよう、イ主民に協力を要請する。また、域内の

観光施設等に人が集中するおそれがあるときは、当該施設に対して入場者

の制限等、適切な対応を求める。政府は、必要に応じ、当該不要孑、急の移動

の自粛に関し、法第20条の規定による総合調整を行う。

⑪特定都道府県は、外出自粛等の要請にあたっては、現にクラスターが多数

発生している、繁華街の1妾待を伴う飲食店等については、年齢等を問わず、

強く外出を自粛するよう促す。

⑫聯昜への出勤は、外出自粛等の要請から除かれるものであるが、特定都道

府県は、まずは在宅勤務(テレワーク)をヲ勤に推進する。膨昜に出勤する

場合でも、時差出勤、自転車通菫力等、人との交わりをイ氏咸する取組を今まで

以上に強力に推進する。指定公共機関等はまん延防止対策に関するBCP

の策定・実施を図っており、特定都道府県は、取組をさらに強化を促す。ま
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た、瑞暢においては、感染防止のための取組(手洗い、咳エチケット、事

業場の,換気励行、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、出張によ

る従業員の移動を減らすためのテレビ会議の活用等)を促すとともに、

「三つの密」を避ける行動を徹底するよう促す。

⑬特定都道府県は、国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事

業者については、十分に感染拡大防止策を講じつつ、事業の特性を踏まえ、

業務の継続を要請する。事業においては、「三つの密」を避けるための必要

な対策を講じることとする。なお、国民生活・国民経斉の安定確保に不可欠

な業務を行う事業者とは、法第2条に規定される指定公共機関及び指定地

方公共機関や法第28条に規定される登録事業者を参考とし、これら医療、

国民生活・国民経済維持の業務をサポートする事業者等にも留意し、別添に

例示する。

⑭政府及び特定都道府県は、事業者の円滑な活動を卦爰するため、事業者か

らの相談窓口の設置、物測林1」の確保、ライフラインの万全の体伶1」の確イ呆等

に努める。

⑮大都市圏の特定都道府県は、人口及び人口密度が高く、交通の要所で

もあることを踏まえて、全国的かつ急速なまん延の起点とならないよう、

上記のまん延防止のための対策を十分に行う。それ以外の特定都道府県

であっても、全国的かつ急速なまん延のおそれがあることから適切な対

策を講ずる。

⑯政府及び地方公共団体は、飲食店については、施設のイ吏用制限等の対

象とはなってはいないが、「三つの密」が生じることがないよう、所要の

感染防止策を講じるよう促す。食堂、レストラン、喫茶店などについて

は、換気、人と人との間隔を適切にとること等に注意するなど、「三っの

密」を避けるための所要の感染防止を呼び掛ける。

⑰政府は、関係機関と協力して、クラスター対策にあたる専門家の確

保及び育成を行う。

⑱厚生労働省及び特定都道府県は、関係機関と協力して、特に、感染拡

大の兆しが見られた場合には、専門家やその他人員を確保し、その地域
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への派遣を行う 0

⑲政府及び地方公共団体は、クラスター対策を抜本強化するという観点か

ら、イ呆賭万の体告躬金化に迂蛙に取り組む。これに関連し、特定都道府県は、

管内の市W井寸と迂魅な情報共有を行い、また、対策を的確かつ迅速に実施

するため必要があると認めるときは、法第24条に基づく総合調整を行う。

さらに、特定都道府県は、クラスターの発見に資するよう、都道府県間の

迅速な情報共有に努めるとともに、政府は、対策を的確かつ迂燧に実施す

るため必要があると認めるときは、j去第20条に基づく総合調整を行う。な

お、政府は、感染症法第12条に基づく特定都道府県知事等から厚生労働大

臣への報告が迅速に行えるよう必要な支援を行う。また、政府は、民間事業

者等と協力して、 SNS等の技術を活用して、感染状況等の把握を行う仕

組みを構築する。

⑳文部科学省は、 4月1日に改定した陛斤型コロナウィルス感染症に対

応した臨時休業の実施に関するガイドライン」等において示した、臨時

休業の実施に係る考え方について周知を行うとともに、今後の感染拡大

の状況や専門家会議の見解を踏まえ、厚生労働省の協力を得つつ、必要

に応じ、追加的な考え方等を示す。都道府県は、学校設置者に対し、保

健管理等の感染症対策について指導するとともに、地域の感染状況や学

校関係者の感染者情報について速やかに情報共有する。

⑳厚生労働省は、保育所や放調爰児童クラブ等について、保育の縮小や

臨時休園等についての考え方を示す。その際、可能な保護者に登園を控

えるようぉ願いするなど保育等の提供を縮小して実施することや、医療

従事者や社会の機能を維持するために就業継続が必要な者、ひとり親な

どで仕事を休むことが困難な者の子ども等の保育等を確保しつつ臨時

休園することの考え方を示す。

⑳政府は、関係機関と協力して、公共交通機関その他の多数の人が集ま

る施設における感染対策を徹底する。

⑳政府は、水際対策について、国内への感染者の流入及び国内での感染

拡大を防止する観点から、入国制限、渡航中止勧告、帰国者のチェック・
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健康観察等の検疫の強化、査証の制限等の措置等を引き続き実施する。

なお、厚生労働省は、関係省庁と連携し、健康観察について、保健所の

業務負担の軽減や体制強化等を支援する。

⑳諸外国での新型コロナウィルス感染症の発生の状況を踏まえて、必要

に応じ、国土交通省は、航空機の到着空港の限定の要請等を行うととも

に、厚生労働省は、特定検疫港等の指定を検討する。

⑳厚生労働省は、停留に利用する施設が不足する場合には、法第29条

の適用も念頭に置きつつも、必要に応じ、関係省庁と連携して、停留に

利用可能な施設の管理者に対して丁寧な説明を行うことで停留施設の

確保に努める。

⑳特定警戒都道府県以外の特定都道府県にあっては、感染者が少ない都

道府県があるものの、全国的に感染拡大の傾向が見られることから、

地域の流行を抑制し、特に、大型連休期間における人の移動を最小化す

ることを目的として緊急事態宣言の対象とするものであることにかん

がみ、上記@沌契ヲの措置については、感染拡大防止を主眼としつつ、地

域の感染状況や経済社会に与える影響等を踏まえ、都道府県知事がその

実施について、判断を行うものとする。

(4)医療等

①厚生労働省は、地方公共団体や関係機関と協力して、感染拡大の状況

に応じ、以下のように、地域ごとに柔軟な医療提供体制を確保する。

・現行でばリ吊国者・1劫蟠相談センター及び帰国者・券蟠外来により、

避刀な感染管理を行った上で、条斤型コロナウィルス感剰歪力凝われる患者へ

の外来医療を捌共すること。

・また、医師の判断により検査を実施し、患者力認められた場合にば感染

症去第19条に基づく廐剥圭指定因寮鱈剰等への即慈力告・措置を実施し、

まん超方止を行いつつ、患者に対し、避刀な因寮を捌共すること。

・患者力増加し重症者等に対する入院医療の捌共に支障をきたすおそれが

あると判断する特定都道府県でば厚生労働省'に相談の上重症者等に対す
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る因載是イ共に重点を移す観点から、入;完台療が必要ないま到圭者等は自宅療養

とし、翫舌等情ま檢_醐言機器を用いて遠覇で健康虎態を1剛屋していくとともに、

医師が必要とした場合には載舌等陛凪圖言機器を用いて診療を行う体布リを

整"肯すること。

・また、自宅療養とする際家樹青或等から高歯諸や基鶏矣患を有する者等

への感染のおそれがある場合には 1切サ'立抄キ団体ば朝走者力宿白施敲凡等で

の療養を行うことや、同居家族力こ一三判勺に別の場所に滞在すること等、家族

内感染のりスクを下げるための頁湘を講じること。j切ヲ'公共団体ば予め、

ホテルなど一時的な宿白施設の硲呆に努めるとともに、国ばナ也方公共団体

と寄妾に連携し、ナ也方公共団体のa湘を支援すること。

・患者力漠にナ勸口W吊国者・櫛諸外来での因劃是イ共に支障をきたすおそれ

があるナ惨或では j御或の感染比兄や医療需要に応じ、帰国者・櫛蟠ネR談セ

ンターの体蒲"をぢ剣ヒしたうえでリ吊国者・櫛蟠外来をj曽設し、専属的な人

材を確保するなど外来を早急に受診できる体布リを整備すること。

・さらに患者力吐勸口け曽設したリ弔国者・1劾蟠外来での医寮矧共の限度を超

えるおそれがあると判断する都道府県でば厚生捌動省'に相談の上必要な

感染予防策を講じた上で、・→投の因寮鱈剰での外来診療を行うこと。

・こうした状シ兄でば感染への不安から安易に因劃鱈拘を受診することでか

えって感染するりスクを高める可能性があることも踏まえ、症伏力蓮霞であ

る場合は、自宅での安静・療養を原則とし、状態力渡イヒした場合に、かかり

つけ医等に相談した上で、受診するよう周知すること。

②厚生労働省は、地方公共団体や関係機関と協力して、オーバーシュー

トや今後の感染者の大幅な増加を見据え、必要に応じ、法第31条に基

づく医療等の実施の要請等も念頭におきつつ、以下のように、医療提供

体制の確保を進める。

・例えば棄斤型コロナウイルス感券聢の患者を集約して優先的に受け入れる

医療紺剰の指定など、ナ世或の医療紺拘dX鏥扮担を行うとともに、繍刻詞末

や・→股の医劉紺珂の・→劉一丙床等の活用も撫寸し、ピーク時の入β完患者を受け

入れるために必要な病末を剛呆すること。
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・因劃是「共体布1」を支える医薬,1や医索幾器医療資材の製週林リを硲呆

し、必要な医療櫛剰に迂§東かつ円滑に捌共できる体術リを硲呆するととも

に、専門性を有する因費趙事者や人工R乎口及暑跨の必要な1天療鯱§・1勿資・

感郷加Pに必要な資オネ等を迂魅に陶呆し、避刀な感染対策の下での医療提

供体蒲"を整備すること。

・医療機関は、 BCPも踏まえ、必要に応じ、医師の判断により延期

が可能と考えられる予定手術や予定入院の延期を検討すること。

・ナ也ナ或の診療所など・→股の医療機関に勤務している医寮走事者のjji論宣を

検三すすること。

・例えば重症化しやすい方力沫β完するがんセンター、遡斤医療紺剰及び産

ネ斗医療紺拘などば必要に応じ、業程コロナウイルス感券聢への感染力凝わ

れる方への外来診療を原則イテわない医療湾剰として設定すること。

・イ鷹斐の診痔斤や病棟の設置、ヲ断割動詞末の利用、特越β道府県によるj去第

48 条に基づくE部寺の医療施設を闘設するにあたって、必要な卦爰を行うこ

と。

・ 1到劃是f共イ輔リのひっ迫及びオーバーシュートの発生に備え、都道府県域を

越える場合も含めた広ナ三舶勺な患者の受入れ体布蜷鬮呆すること。

③厚生労イ動省'は、医療機関及び高齢者施設等における旛設内感染を徹氏的

に防止する観点から、地方公共団体と協力して、以下の事項について周知徹

底を行う。

・医療機関及び高齢者施設等の設置者に対して、従事者等が感染源とな

らないよう、「三つの密」が生じる場を徹底して避けるとともに、症状が

なくても患者や利用者と接する際にはマスクを着用する、手洗い・手指

消毒の徹底、パソコンやエレベーターのボタンなどネ痩数の従事者が共有

するものは定期的に消毒する、食堂や詰め所でマスクをはずして飲食を

する場合、他の従事者と一定の三巨離を保つ、日々の体調を把握して少し

でも調子が悪けれは自考寺機するなどの対策に万全を期すこと。

・医療機関及び高齢者施設等に対して、面会者からの感染を防ぐため、

面会は緊急の場合を除き一時中止すべきこと。
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・さらに、患者、利用者からの感染を防ぐため、感染が流行している地

域においては、旛設での避斤サービスなどの一a新リ用を中止又は制限す

る、入院患者、利用者の外出、外泊を制限する等の対応を検討すべきで

あること。

・医療機関及び高齢者施設等に対して、入院患者、利用者等につぃて、

新型コロナウイルス感餅聢を疑った場合は、早急、に個室r需kし、イ呆衛祈

の指導の下、感染対策を実施し、標準予防策、接触予防策、飛沫感染予

防策を実施すること。

④政府及び特定都道府県は、特に新型コロナウィルス感染症を疑う患者に

PCR検査や入院の受け入れを行う医療機関等に対しては、マスク等の個

人防護具を優先的に確保する。

⑤特定都道府県は、③の周知に協力するともに、感詳渚とヲ目惑罫渚の空間を

分けるなどを含む感染防御策の更なる徹底などを通して、医療機関及び施

設内での感染の拡大に特に注意を払う。また、特に感染が疑われる医療、施

設従事者及び入院患者等については、率先してPCR1矣査等を受けさせる

ようにする。

⑥厚生捌動借'ばこの他避刀な因載尉共・1詔き管理の観点で、次の事頂、に取

り組む。

・闘系省'庁と協力して、オーバーシュートの発生に備えて、感券豐週一丙床等の

利用1光兄について一元的かつ即座に1酎屋可能とするイ士組みの構築を進める

こと。

・外来での感染を防ぐため、闘系鱈剰と協力して、医索鱈剰の外来において、

・→股の患者も含め、j歌隹を生じさせないよう、予約による診療や動線が避刀

に硲呆されたイ木日荷司急患センターの施設舌用などを推進すること。

・々壬徴吊にヌすする感染を防止する観点から、医療觜剰における動邪泉分隔縛の

感染対策の徹民に加え、闘剰紺剰と協力して、感染力凝われる々壬徴吊への早

めのネ骸の呼びかけや、々壬娠中の女性労側渚に^醸したイ木みやすい環境整備

などの鵬且を推進すること。

・闘系櫛剰と協力して、外国人力^を避刀に受けることができるよう、医
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療通訳の整備などを、引き続き、ぢ剣ヒすること。

・闘系省'庁・闘剰紺剰とも連携し、材力なj台療薬やワクチン等の開発を力嗹

すること。特に、他のj台療でイ吏用されている奪.1のうち、効果力漠所寺される

ものにつぃて、その効果を樵正するためのf磊郭升究・j台験等を速やかに実施

すること。

・ j去令に基づく健隶診断及び予防接種についてば避刀な感染対策の下で実

施されるよう、"寺期やE苛占等に酉醸すること。

⑦政府は、上記に関し、地方公共団体等に対する必要な支援を行う。

(5)経済・雇用対策

政府は、新型コロナウィルス感染症のまん延を防止するとともに、新型

コロナウイルス感染症による内外経済や国民生活への影響を注意深く見

極めながら、機動的に、必要かつ十分な経済財政政策を跨蹟なく行うこと

とし、日本経済を確かな成長軌道へと戻すための思い切った措置を講じて

いく。特に、新型コロナウィルスの感染拡大により経済活動が縮小する中

で影響を受けているフリーランスを含め、様々な形態で働く方々の雇用や

生活を維持するとともに、中小・小規模事業者や個人事業主の方々が継続

して事業に取り組めるよう制度を整える。

(6)その他重要な留意事項

1)人権への配慮等

①政府は、患者・感染者や対策に携わった方々等の人権に配慮した取

組を行う。

②政府は、海外から一時帰国した児童生徒等への学校の受け入れ支援

やいじめ防止等の必要な取組を実施する。

③政府及び関係機関は、各種対策を実施する場合においては、国民の

自由と権利の制限は必要最小限のものとするとともに、女性や障害者

などに与える影響を十分配慮して実施するものとする。

④政府は、新型コロナウィルス感染症対策に従事する医療関係者が風
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評被害を受けないよう、国民への普及啓発等、必要な取組を実施する。

⑤政府及び地方公共団体は、マスク及び個人防護具、医薬品、医薬部

外品、食料品等に係る物価の高騰及び買占め、売り惜しみを未然に回

避し又は沈静化するため、必要に応じ、法第59条に基づく措置を講

じる。

⑥政府及び地方公共団体は、外出を自粛する方々の心のケアや自宅で

のDVや虐待の発生防止に取り組むとともに、在宅の一人暮らしの高

齢者や障害者などの要援護者に対して、市町村が行う見守り等に対し

て適切に支援する。

2)物資・資材等の供給

①政府は、国民や地方公共団体の要望に応じ、マスク、個人防護具や

消毒薬、食料品等の増産や円滑な供給を関連事業者に要請する。また、

政府は、感染防止や医療提供体制の確保のため、マスク、個人防護具、

人工呼吸器等の必要な物資を国の責任で確保し、必要に応じ、法第54

条に基づく緊急輸送の要請や法第弱条に基づく売渡しの要請等を行

う。例えぱ、マスク等を国で購入し、必要な医療機関や介護施設等に

優先配布することや、感染拡大防止策が特に必要と考えられる地域に

おいて必要な配布を行う。

②政府は、マスクや消毒薬等の国民が必要とする物資を確保するため、

国民生活安定緊急措置去(昭和48塔去律第121号)第26条第1項を適

用し、マスクの車云売行為を禁止するとともに、過乗リな在庫を抱えることの

ないよう消費者や事業者に冷静な対応を呼びかける。また、政府は、繰り

返しイ吏用可能な布製マスクの普及を進める。

③政府は、芽長の長期化も念頭に、マスクや抗菌薬の原薬を含む医薬品、

医療機器等の医療の繼寺に必要な資材の安定確保に努めるとともに、国産

化の検討を進める。

3)闘系機関との遭隻の推進

①政府は、地方公共団体を含む関係機関等との双方向の情報共有を強

化し、対策の方針の迅速な伝達と、対策の現場における状況の把握を
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②政府は、対策の推進にあたっては、地方公共団体、経済団体等の関

係者の意見を十分聞きながら進める。

③地方公共団体は、保健部局のみならず、危機管理部局も含めすべて

の部局が協力して対策にあたる。

④政府は、国際的な連携を密にし、VVH0や諸外国・地域の対応状況

等に関する情報収集に努める。また、日本で得られた知見を積極的に

WH0等の関係機関や諸外国・地域と共有し、今後の対策に活かして

いくとともに、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受ける

国・地域に対する国際社会全体としての対策に貢献する。

⑤政府は、基礎医学研究及び臨床医学研究、疫学研究を含む社会医学

研究等の研究体制に対する支援を通して、新型コロナウィルス感染症

への対策の推進を図る。

⑥特定都道府県は、近隣の特定都道府県が緊急事態宣言後の様々な措

置を行うにあたり、その要請に応じ、必要な支援を行う。

⑦特定都道府県は、緊急事態宣言後の様々な措置を実施するにあたっ

ては、予め政府対策本部と協議し、迅速な情報共有を行う。政府対策

本部長は、特定都道府県が適切に緊急事態措置を講じることができる

よう、専門家の意見を踏まえつつ、特定都道府県と総合調整を行う。

⑧緊急事態宣言後の様々な措置を実施した際には、特定都道府県知事

及び指定行政機関の長は政府対策本部長に、特定市町村長及び指定地

方公共機関の長はその所在する特定都道府県知事に、指定公共機関の

長は所管の指定行政機関に、その旨及びその理由を報告する。政府対

策本部長は国会に、特定都道府県知事及び指定行政機関の長は政府対

策本部長に、報告を受けた事項を報告する。

4)社会機能の維持

①政府、地方公共団体指定公共機関及て村旨定地方公共機関は、職員、にお

ける感染を防ぐよう万全を尽くすとともに、万が一職員において感餅渚又

は濃厚1劾虫者力陌有認された場合にも、賠務が還帯なく行えるようにヌ嫌を
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予め講じる。特に、テレビ会t義及びテレワークの活用に努める。

②ナ也方公共団体指定公共機関及て吋旨定ナ也方公共機関は、電気ガス、水

道、公共及ヨ臣、通イ言金融業等の維持を通して、国民生活及び国民経済へ

の影響が最小となるよう公益的事業を継続する。

③攻有は、指定公共機関の公益的事業の継続に支障が生じることがないよ

う、必要な卦爰を行う。

④国民生活・国民経済の安定確保に司司欠な業務を行う事業者は、国民生

活及び国民経済安定のため、事業の継続を図る。

⑤政府は、事業者のサービス提供水準に係る状況の把握に努め、必要

に応じ、国民への周知を図る。

⑥政府は、空港港湾、医療機関等におけるトラブルなどを防止するた

め、必要に応じ、警戒警備を実施する。

⑦警察は、混乱に乗じた各種犯罪を抑止するとともに、取締りを徹底

する。

5)緊急事態宣言後の取組

政府は、緊急事態宣言を行った後にも、特定都道府県や基本的対処方

針等諮問委員会等との定期的な情報交換を通じ、感染状況の変化、施策

の実施状況等を定期的に分析・評価し、特に期間終期(5月6日)まで

の間に適切に評価を行う。その上で、必要に応じて、国民や関係者へ情

報剣言を行う。また、緊急事態解除宣言を行った後にも、引き続き、

戒を行い、国内外の感染状況を分析し、それまでの知見に基づき、より

有効な対策を実施する。

6)その他

①政府は、必要に応じ、他法令に基づく対応につぃても、講ずること

とする。

②今後の状況が、緊急事態宣言の要件等に該当するか否かにっいて

は、海外での感染者の発生状況とともに、感染経路の不明な患者や

クラスターの発生状況等の国内での感染拡大及び医療提供体制のひ

つ迫の状況を踏まえて、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぽ
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すおそれがあるか否かにつぃて、政府対策本部長が基本的対処方針

等諮問委員会の意見を十分踏まえた上で総合的に判断することとす

る。

③政府は、基本的対処方針を変更し、又は、緊急事態の継続若しくは

終了するにあたっては、新たな科学的知見、感染状況、施策の実行状

況等を考慮した上で、基本的対処方針等諮問委員会の意見を十分踏ま

えた上で臨機応変に対応する。
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(別添)緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者

以下事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じていただき
つつ、事業の継続を求める。

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患への対応も
あるため、すべての医療関係者の事業継続を要請する。

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・製造・販

売、献血を実施する採血業、入院者への食事提供など、患者の治療に必要な
すべての物資・サービスに関わる製造業、サービス業を含む。

2.支援が必要な方々の保護の継続

医療体制の維持

・高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に関するすべての関
係者(生活支援関係事業者)の事業継続を要請する。

・生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害者支援施設等の運営関係
者のほか、施設入所者への食事提供など、高齢者、障害者などが生活する上
で必要な物資・サービスに関わるすべての製造業、サービス業を含む。

3.国民の安定的な生活の確保

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを
提供する関係事業者の事業継続を要請する。

①インフラ運営関係(電力、ガス、石油・石油化学・ LPガス、上下水道、通
信・データセンター等)

②飲食料品供給関係(農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・加工・流通・
才、ツト通販等)

③生活必需物資供給関係(家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等)

④食堂、レストラン、喫茶店、宅配・テークァウト、生活必需物資の小売関係
(百貨店・スーパー、コンビニ、ドラッグストア、ホームセンター等)

⑤ 家庭用品のメンテナンス関係栖三管工・電気技師等)
⑥ 生活必需サービス(ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、獣医等)
⑦ ごみ処理関係(廃棄物収集・運搬、処分等)

冠婚葬祭業関係(火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等)8

メディア(テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等)9

個人向けサービス(ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係る設備・サ10

ービス、自家用車等の整備等)
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4

・社会の安定の維持の観点から、緊急事態措置の期間中にも、企業の活動を維
持するために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最低限の事業継続
を要請する。

①金融サービス(銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカードその他決
済サービス等)

②物流・運送サービス(鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・港湾管理、
航空・空港管理、郵便等)

③国防に必要な製造業・サービス業の維持(航空機、潜水艦等)

④企業活動・治安の維持に必要なサービス(ビルメンテナンス、セキユリティ
関係等)

⑤安全安心に必要な社会基盤(河川や道路などの公物管理、公共工事、廃棄物
処理、個別法に基づく危険物管理等)

⑥行政サービス等(警察、消防、その他行政サービス)
⑦育児サービス(託児所等)

社会の安定の維持

5 その他

医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難なもの(高炉や半導体
工場など)、医療・支援が必要な人の保護・社会基盤の維持等に不可欠なもの
(サプライチェーン上の重要物を含む。)を製造しているものについては、

感染防止に配慮しつつ、継続する。また、医療、国民生活・国民経済維持の
業務を支援する事業者等にも、事業継続を要請する。
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職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト

1 このチェックリストは、職場における型コロナウイルス威

2 項目の中には、業種、

すべての項目が「はい」

の

3

"呉を

安全衛生委員会/衛生委員会資料

について

確認した結果は、

げてくだ'さい。また、その結果!Ξ?、>工全ての゛M

衛生委員会等が設置されていない事業場においては、事業者による自主点検用に用いて下さい。

※都道府県労働局、労働基準監督署に報告いただく必要はありません。

し全幽

業態、職種等によっては対応できないものがあるかもしれません。ですので、

にならないからといって、対策が不十分ということではありません。,哉^

いただくことを目的としています。

1 感染防止のための基本的な対策

生

(1)咳エチケットの徹底について

と

=^

・咳エチケットを全員に周知し、徹底を求めている。

に生し、対策が不十分な点があれば調査審議いただき、改善に繋

・その他(

がぐにできることを

(2)手洗い等の徹底について

項

令和2年月

・こまめな手洗いの重要性について全員に周知し、徹底を求めている。

正の

・人がよく触れる箇所について、拭き取り・消毒を行っている。

・その他(

(3)日常的な健康状態の確認

を止るための基

力

・出勤前に体温を確認するよう全員に周知し、徹底を求めている。

に施いただくことが大切です。

別添2

できるようにしてください。

・出社時等に、全員の日々の体調(風邪症状や発熱の有無等)を確認している。または、風邪症状や発
熱があれぱ上司等に報告するよう求めている。

・その他(

(4)その他の対策について

・長時間の時間外労働を避けるなど、疲労が蓄積しないように配慮している。

ナ

目

・十分な栄養摂取と睡眠の確保について全員に周知し、意識するよう求めている。

2 クラスターの発生防止のための対策

・その他(

(1)基本的な対策

・①換気の悪い密閉空間、②多くの人が密集、③近距離での会話や発声の3つの条件を同時に満たす
社内行事等を行わないようにしている。

・その他(

(2)換気の悪い密閉空間の改善

・職場の建物が機械換気(空気調和設備、機械換気設備)の場合、ビル管理法令の空気環境の基準が
満たされている。

確認

・職場の建物の窓が開く場合、1時間に2回程度、窓を全開している。

・電車等の公共交通機関の利用に際し、窓開けに協力するよう全員に周知している。

はい・いいえ

・その他(

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

1/2 ページ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ



(3)多くの人が密集する場所の改善

・在宅勤務・テレワークを推進している。

・時差通勤、自転車通勤の活用を図っている。

・テレビ会議等により、人が集まる形での会議等をなるべく避けるようにしている。

.対面での会議やミーティング等を行う場合は、人と人の距離を2メートル以上取るようにしている。

・社員食堂での感染防止のため、座席数を減らす、昼休み等の休憩時間に幅を持たせている。

・喫煙場所の利用を制限している。

・その他(

(4)近距離での会話や発声の抑制

・職場では、人と人との間に距離をなるべく保持するようにしている。

・外来者、顧客、取引先との対面での接触をなるべく避けるようにしている。

3 風邪症状が出た場合等の対応

・その他(

・風邪症状等が出た場合は、「出勤しない・させない」の徹底を全員に求めている。

.「新型コロナウイルス感染症についての相談の目安(※)」や最寄りの相談先を全員に周知している。

4 新型コロナウイルス感染症の陽性者等が出た場合等の対応

・その他(

(1)陽性者等に対する不利益取扱い、差別禁止の明確化

・新型コロナウイルス感染症に陽性であると判明しても、解雇その他の不利益な取扱いを受けないこと
及び差別的な取扱いを禁止することを全員に周知し、徹底を求めている。

(2)陽性者等が出た場合の把握

"新型コロナウィルス感染症に陽性であると判明した場合は、速やかに事業場に電話、メール等により
連絡することを全員に周知し、徹底を求めている。

・新型コロナウイルス感染症に陽性であると判明した第三者との濃厚接触があり、保健所から自宅待機
等の措置を要請された場合は、速やかに事業場に電話、メール等により連絡することを全員に周知し、
徹底を求めている。

はい・いいえ

・新型コロナウィルス感染症に陽性であるとの報告を受け付ける事業場内の部署(担当者)を決め、全
員に周知している。また、こうした情報を取り扱う部署(担当者)の範囲を決め、全員に周知している。

はい・いいえ

はい・いいえ

・新型コロナウィルス感染症に陽性である者と濃厚接触した者が職場内にいた場合にどのような対応を
するカソレール化し、全員に周知している。

はい・いいえ

・その他(

はい・いいえ

(3)その他の対応

はい・いいえ

・濃厚接触者への対応等、必要な相談を受け付けてくれる「保健所」、阿吊国者・接触者相談センター」を
確認してある。

はい・いいえ

5 感染防止に向けた行動変容

・その他(

はい・いいえ

はい'いいえ

・事業場のトップが、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に積極的に取り組むことを表明している。

はい・いいえ

・安全衛生委員会、衛生委員会等の労使が集まる場において、新型コロナウイルス感染症の拡大防止
をテーマとして取り上げ、事業場の実態を踏まえた、実現可能な対策を議論している。

※ご不明な点がございましたら、お近くの労働局又は労働基準監督署の安全衛生主務課にお問い合わせください。

はい・いいえ

・その他(

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

ほい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

はい・いいえ

E亙亙亘
、
ソ

ペ2/2



新型コロナウイルス感染症の陽性者等が発生した場合における

衛生上の職場の対応ルール(仮D

※この対応ルール(仮D は、職場に新型コロナウイルスの陽性者や濃厚接触者が発生した

場合の対応に当たって参考となるよう、企業の取組事例を取りまとめたものです。職場の

実態に応じて、ご活用ください。

※職場の対応ルールを定めた場合には、事業場の掲示板等に掲示するとともに、メールや

社内のイントラネット等の複数の媒体で労働者に周知願います。

1 労働者が陽性者等であると判明した場合の事業者(社内担当者)への報告

に関すること

(1) PCR検査を実施することが決定した段階で、速やかに所属長に報告す

る。また、 PCRの結果が判明した際には、その結果を速やかに所属長に

報告する(結果が陰性であった場合も含む)。

(2)報告を受けた所属長は、事業場の人事担当部門(新型コロナウイルス対

策本部や対応窓口が設置されている場合には当該部門)に報告する。

(3)健康情報の取扱いは、必要最小限の関係者に限るものとする。

※健康情報取扱規程を定めている場合には、その取扱に準じて健康情報の取扱を行

う関係者を定めることとする。

別添3

2 労働者が陽性者等であると判明した場合の保健所との連携に関すること

労働者が陽性者等であると判明した場合には、濃厚接触者の自宅待機など

の保健所の指示に従うとともに、保健所による積極的疫学調査が実施される

場合に備え、事業場ごとに保健所との窓口となる担当者を決めておく。ま

た、陽性者等の勤務状況や在籍する部署の座席表、フロアの見取り図を準備

しておく。

3 職場の消毒等が必要になった場合の対応に関すること

職場の消毒等については、保健所等より指示がある場合にはその指示に従

い、特段の指示が無い場合には、以下の方法によって実施する。

(1)消毒を行う箇所

①陽性者等の執務室

パソコン、タブレット、電話、 FAX、コピー機などの電子機器、陽性



者等の椅子や机、キャビネット、ドアノブ、照明スイッチ、床面や壁など

陽性者等が接触したと考えられる箇所

②食堂、ロッカールーム、トイレなどの共有スペース

食堂の椅子やテーブル、会議室の椅子やテーブル、ロッカールームのド

アノブや照明スイッチ、階段の手すり、トイレの便座など陽性者等が接触

したと考えられる箇所

(2)使用する消毒液及び使用方法

陽性者等の周囲の高頻度接触部位などは、消毒用アルコール又は0.05%の

次亜塩素酸ナトリウムによる清拭で高頻度接触面や物品等を消毒する。陽性

者由来の液体(疾、血液、排池物など)が付着した箇所の消毒については、

消毒用エタノールや0.05~0.5%次亜塩素酸ナトリウムで清拭又は30分間

浸漬する。

(3)消毒時に使用する保護具

清掃、消毒を行う者は、手袋、マスク、ゴーグル等の眼を防護するものな

どの保護具を着用する。清拭には使い捨てのぺーパータオルなどを用いる。

また、手袋は滅菌したものでなくても差し支えないが、頑丈で水を通さない

材質のものを用いる。

(4)消毒後の手指の衛生

消毒の実施後は、手袋を外した後に流水・石鹸による手洗い、手指消毒用

アルコール等による手指の衛生を必ず行う。




